第１の要求について、府労連との、これまでの良き労使関係については、今後とも維持していく。我々としては、この基本的立場に立って、給与・勤務条件に関わる諸問題については、誠意をもって、府労連と十分協議を行っていく。

第２の要求について、人事委員会勧告は、労働基本権制約の代償措置であることから、基本的には尊重すべきものと考えている。
第16の要求のうち、早出遅出勤務については、国の動向などを注視しつつ研究していく。男性の育児参加休暇の取得促進については、次世代育成の趣旨からその重要性について認識している。知事部局の時間外勤務の縮減については、よりきめ細やかな対応を行うなどこれまでの取組みを強化していく。
その他の要求の諸事項については、先般、企画厚生課長から回答したとおり。

